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第第ⅠⅠ部部
当行の概要当行の概要当行の概要当行の概要
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当行の営業エリア

■当行は愛媛県を中心に、国内102店舗（うち出張所7）で営業しています。

（愛媛県81、高知県7、香川県4、徳島県1、広島県3、岡山県1、大分県1、大阪府2、東京都１、インターネット支店）

■預金は5期ぶり、貸出金は3期ぶりに愛媛県内シェアが上昇しました。
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20.3%平成21年4月以降の新設・移転店舗
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※愛媛県内に店舗がある銀行、信用金庫を対象とする。

石井支店（移転） （H21.11月）

伯方支店（移転） （H21.11月）

余戸支店（移転） （H21.11月）

であい出張所 （H21.11月）



愛媛県の産業構造の特徴
品 目

(18年度調査）

生産量または金額 比率

（％）
順
位

全国 愛媛県

農
いよかん(t) 85,700 71,200 83.1 1

キウイフル ツ(t) 32 500 7 400 22 8 1

主要生産品

※愛媛県の統計資料より

農
水
産
物

キウイフルーツ(t) 32,500 7,400 22.8 1

裸麦(t) 13,400 5,640 42.1 1

養殖真鯛(t) 71,141 37,008 52.0 1

工
業

タオル（百万円） 50,319 29,092 57.8 1

平成19年度県内総生産（名目）

4兆9,421億円

業
製
品

紙製衛生材料（百万円） 16,537 9,648 58.3 1

鋼製貨物船の新造（百万円） 1,000,359 193,090 19.3 -
松山市

愛媛県の県庁所在地であり、
政治 経済 中心 あり 情報

1.4

57 7

1.5

16 1

東予大洲市

政治・経済の中心であり、情報
サービス業や食品産業が集積

四国中央市

40.9
57.7

東予圏域総生産
2兆0,873億円

16.1

中予圏域総生産
1兆9,652億円

中予農業（野菜、かんきつ類）、畜産業

四国中央市

製紙業

新居浜市・西条市

82.4
5.8 

14.2 第1 次産業

南予 化学工業、非鉄金属工業、産業
機械製造業、電機

宇和島市

水産養殖業 今治市
80.0 

第1 次産業

第2 次産業

第3 次産業

南予圏域総生産
8,895億円

55

造船業、海運業、タオル製造業

養 今治市

愛媛県は、第1次産業、第2次産業、第3次産業がバランス良く構成されています。



愛媛県の経済指標

■愛媛県は人口規模が四国内最大で、経済規模（ストック）は四国他県を大きく上回っています。

県内預貯金残高

個

県内預貯金残高

1,019
751

愛媛県
四国平均

預貯金（百億円）

150

新築住宅着工数

6,603愛媛県

新築住宅着工数（戸）

人口

1,464愛媛県

人口（千人）

個

人

751四国平均
（H21年3月）

100
6,603
4,674

愛媛県
四国平均1,014四国平均

製造品出荷額等

（H21年１２月末）
（H21年度）

事業所数

71,594愛媛県

事業所数

製造品出荷額等

43,406愛媛県

製造品出荷額等（億円）

法

愛媛県

県内総生産

県内総生産（億円）

51,794四国平均 23,459四国平均

人
（H20年中）

（H18年10月）

66

愛媛県
四国平均 ※各種 統計資料より49,421

33,837
愛媛県

四国平均

県内総生産（億円）

（H18年度）



第第ⅡⅡ部部
20102010年年33月期月期 決算概況決算概況年年 月期月期 決算概況決算概況
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2010年3月期 決算概要(単体)

■企業の資金需要の停滞により資金利益は減少しましたが、経費削減に努めた結果、コア業務純益はほぼ
前年並みを確保しました。

■有価証券運用益の確保や信用コストを抑制したことにより、経常利益、純利益はＶ字回復を達成しました。

０９/３期 １０/３期
前年比

コア業務純益

資金需要の減少、貸出利回りの低下、
資金利益 306 295 ▲11

役務取引等利益 6 5 ▲1

コア業務粗利益 316 302 ▲14

資金需要の減少、貸出利回りの低下、
および市況低迷により預り資産関連
手数料は伸び悩みましたが、経費
削減に努めた結果、前年並みのコア
業務純益を確保しました。

▲経費 213 203 ▲10

コア業務純益 103 100 ▲3

債券関係損益 ▲ 18 13 31

▲ 般貸倒引当金繰入① ▲2 7 9

経常利益

債券運用による運用益の確保や株式
減損額の減少、前年に不良債権処理
を前倒しした効果等により、今年度の

▲一般貸倒引当金繰入① ▲2 7 9

業務純益 88 106 18

うち 株式関係損益 ▲36 ▲2 ▲34

うち▲不良債権処理額② 62 39 ▲23
当期純利益

期純 益

を前倒しした効果等 より、今年度の
不良債権処理額が抑制された結果、
経常利益は61億円を確保しました。

う 不良債権処 額②

経常利益 ▲20 61 81

当期純利益 ▲31 33 64

以上の要因により、当期純利益は

33億円の黒字となりました。
（08/3期28億円の黒字）

▲信用コスト(①＋②) 59 46 ▲13
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コア業務粗利益の増減要因

■資金利益は、貸出ポートフォリオの見直しに伴う利回りの低下、役務取引等利益は、市況低迷により預かり資産
関係手数料が減少した結果、コア業務粗利益は１４億円減少しました。

(対09年3月期比 単位:百万円)

コア業務粗利益

△ 1 400 △1 032

資金利益

△1 425

預貸金利益 ■貸出金平残70億円増加

■預貸金利回差0.11%低下△ 1,400 △1,032 △1,425

△218

役務取引等利益

△68

預り資産関係
手数料要因 ■保険商品△139百万円

投資信託+71百万円

+ 413

有価証券
運用益

△150

その他 ■内国為替手数料減少

■支払保証料減少

■平残277億円増加
■有価証券利回

0.02%上昇

△20

その他

その他
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当行の特徴

■収益性については地銀平均を全ての指標で大きく上回っております。

■自己資本比率は、地銀平均を下回りますが、内部留保の蓄積により、向上させていきます。

70
預貸金利鞘預貸金利鞘 2.11%

1 86%（地銀平均）

収益性

50

55

60

65

70

コア業純ROE預貸率（期末）預貸率（期末） コア業務純益ROE 13.85%79.7%
9.73%（地銀平均）

1.86%（地銀平均）

72.9%（地銀平均）

30

35

40

45

50

予想ROE実績PBR 予想ROE実績PBR（10/3末）0 61倍 4 65%30 予想ROE実績PBR 予想ROE実績PBR（10/3末）0.61倍 4.65%
0.56倍（地銀平均） 2.66%（地銀平均）

マーケット評価

連結自己資本比率予想PER
連結自己資本比率予想PER12.64倍 9.30%

18.47倍（地銀平均） 11.05％（国内基準行平均）

マ ケット評価

不良債権比率不良債権比率地銀平均に対する標準偏差

当行 地銀平均＝50 （2010年3月期データ）

3.89%
3.45%（地銀平均）

健全性
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貸出金の状況

■個人ローンが順調、事業性貸出も増加に転じました。

その他は、主として地公体が増加しました。

■地域別では 県内の貸出金が増加しました

■海運・造船業、地公体の比率が増加しました。

■建設業、不動産業、卸・小売業、金融・保険業は引き

続き減少しています。

778 851 837 972
15,000 

貸出金残高推移(億円)

135

■地域別では、県内の貸出金が増加しました。 続き減少しています。

19.7

18

20

（%） 業種別貸出金残高比率13,136 +270

7,965  8,537  9,084  9,112  8,758  8,838 

2,962  2,882  2,922  3,097  3,271  3,326 
606  754  778  851  837  972 

5,000 

10,000 

+135

+55

+80
12.6 13.4

14.5

17.8 17.7

11.9
11 1

10.6
9.811 0 10 3

12

14

16

18

0 

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

その他 個人ローン 事業性

11.1 9.8
10.0

9.1

11.0
10.2

10.2 9.8 10.4 10.3

7.2
7.9

8.8 8.9
8.2 7.9

9.0 8.5
7.8

6.5
5.0 4.43.2 4.2 4.6 5.5

5.9 7.0

4

6

8

10

その他 個人 ン 事業性

2 716 2,828 2,671  2,536  2,511 

15,000 
地域別貸出金残高(億円) 県内貸出比率80%

2.9 2.7 2.4
1.7 1.5 1.5

0

2

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

造船 海運業 卸 小売業 製造業

9,035  9,459  9,957  10,389  10,330  10,624 

2,500  2,716  2,828  , ,

0

5,000 

10,000  - 25

+294

造船・海運業 卸・小売業 製造業

不動産業 建設業 地方公共団体

金融・保険業

11

0 

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

愛媛県 その他

11
業種別信用リスク管理の強化業種別信用リスク管理の強化



利回り推移

■貸出利回りの低下を主因に円貨預貸金利回り差の

縮小傾向が続いていますが、四国内地銀では最も

高い利回り差を確保しています。

■市場金利の低下を受けて、国内全体では約定利回り

の低下が続いておりますが、注力している住宅ローン

利回りは徐々に上昇しています

3.202.80 

(%) 四国内地銀の円貨預貸金利回り差の推移 短プラと月中平均約定利回り（国内貸出金）の推移

高い利回り差を確保しています。 利回りは徐々に上昇しています。

(%)

2.8 2.748

2.891

3.063

2.834

2.7652.80

3.00

2.49  2.50  2.37 

2.57 
2.51 

2.39 
2.53 

2.47 2 40

2.60 

2.536  2.494 
2.554 

2.663 
2.516 2.625

2.625 2.425

2.367 
2 443

2.442

2.40

2.60
2.41  2.28 

2.19 
2.08 

1 98

2.29 

2.21 
2.14 

2.32 

2.20 
2.15 

2.08 

2.16 
2.11 

2.04 
2.06 

2.00 

2.20 

2.40 

2.399 

2.005 2.002 2.012

2.229 
2.140

1 949

2.125 2.125
2.4252.165

2.113 2.207

2.443

2.00

2.20

1.85 

1 72

2.03 

1.95 
1.88  1.85 

1.80  1.74 

1.98 
1.91  1.92 

1.86 

1.76 

1.93 

1.80 

2.00 

1.949

1.60

1.80

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

1.72 
1.65  1.64 

1.62 
1.61 

1.40 

1.60 

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

12

国内全体 短プラ連動証貸

短期貸 短プラレート

住宅ローン
愛媛 H I S T K A

12



預金等・預り資産の状況

■預金等（預金・NCD)は、対前年末比では過去最大の

増加となりました。

■個人 法人 公金・金融すべての属性で増加しました。

■預り資産残高は、証券市況の回復もあり2期ぶりに

増加しました。商品の品揃えを充実し、お客様の

ニーズを的確に捉えて 残高増強を図ってまいりま

1 400
預り資産残高の推移

1 525

預金等残高推移
(億円)(億円)

■個人、法人、公金 金融すべての属性で増加しました。

す。

ニ ズを的確に捉えて、残高増強を図ってまいりま

す。

16,477 +1,306

254
362

1,200

1,400

9,857  9,836  9,884  9,981  10,116  10,537 

3,572  3,776  3,914  3,981  3,915  4,415 
823  869  1,050  1,223  1,140 

1,525 

5,000 

10,000 

15,000  +385

+500

+ 42

1,257 +170

182

254

320

800

1,000
0 

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

公金・金融 法人 個人

+421 + 42

+128

296

573
657

488
616172

400

600

3 3 3 106
3,466 15,000 

20,000 

地域別預金等残高(億円)

+360

県内調達比率80%

190 225 261 257 279 279
34
139

0

200

11,447  11,603  11,890  11,830  12,065  13,011 

2,805  2,878  2,959  3,355  3,106 

5,000 

10,000 

+360

0+946
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05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

保険商品 投資信託 国債

0 
05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

その他 愛媛県 13



有価証券運用

■国債を中心にボリュームを拡大させておりますが、機動的な売買により総合収益の拡大を志向しております。

■株式は引き続き抑制的に対応し、また、ＰＩＩＧＳ向け関連への投資もありません。

■有価証券利回りも上昇し その他有価証券のネット評価損益は+48億円とプラス圏で拡大しております

200 

有価証券評価損益の状況（その他有価証券）

1.50 3,000 

有価証券残高の推移（期中平残）(億円)

■有価証券利回りも上昇し、その他有価証券のネット評価損益は+48億円とプラス圏で拡大しております。

2 605

+ 277 (億円)

3

3
150 

316 323 321

25362
54

36 52

58

27

1.35 
1.32 

1.40 
2,500 

-31

68

2,605

76

157
138

16

10 28
50 

100 

1,200

1,106

831 782
795

744
326 325

32152
1.31 

1 23

1.25 
1.30 

1.30 

1,500 

2,000  - 68

-51
48

76

31
13 21

‐35
‐13

10

3

28

‐3 ‐8 ‐2 ‐10 

887 880 900
1154

1581

831 7821.23 

1.10 

1.20 

500 

1,000  + 427

‐50 

その他の証券 債券

株式 ネット評価損益

776 887 880 900

1.00 0 
05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

他 券 株式

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

株式 ネット評価損益
その他の証券 株式

地方債・政保債・社債 国債

国内有価証券利回り

14
※15年変動利付国債の時価は、従来通り市場価格で評価

しています。



開示債権/信用コストの状況

■当行の強みを活かし企業再生に積極的に取り組むことにより、開示債権比率を抑制してまいります。

■信用リスク管理の強化を図り、さらなる信用コストの抑制に努めてまいります。

0.78
0.83

0 69 0 8

1.0 

100

120
6600

(億円) (億円)
開示債権の推移 信用コストの推移

(%)
(%)

518

93 99 89
0.33

0.69

0.47
0.36

0.4 

0.6 

0.8 

40

60

80

100

281

161

137
129

87 924.83
4.36

3 81
3.99 3.88 3.89

+5

+11

41
59

46

0.0 

0.2 

0

20

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

264 302 310

281 3.81
4400

+ 8
信用コスト額 信用コスト率

154

247

277

264 302 310

2200

7 4%

業種別不良債権の内訳
その他

製造業

131 130
80

136 118 116

00
05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

- 2 8.1%
11.4%

9.9%

10.3%

31.4%

7.4%

各種サービス

卸・小売業

建設業
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05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

要管理債権 危険債権

破産更生債権 開示債権比率
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0 3%
16.5%

不動産業 金融・保険



大口与信先の状況

■大口与信先の残高が増加し、大口与信先比率も上昇していますが、正常先の比率が100％となりました。

■資産内容の良化に引き続き努めてまいります。（大口与信先の過半は海運業です。）

大口与信先上位20社債務者区分
12 0%1 500

大口与信先上位20社残高・比率(億円）

37% 27%
23%

3%4% 8% 5% 5%

80%

90%

100%

1,364 

11.2%

9.9%
9.7% 9.6%

9.3%

10.4%
10.0%

12.0%

1,400 

1,500 

95% 97% 100%50%

60%

70%

1 222 1,202 

1,244 
1,260 

1 196
6.0%

8.0%
1,300 

59% 65%
73%

95% 97%

20%

30%

40%
1,222  , 1,196 

2.0%

4.0%

1,100 

1,200 

0%

10%

20%

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

0.0%

2.0%

1,000 
05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期
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破綻懸念先 要注意先 正常先

大口与信上位20社残高合計

大口与信上位20社対総与信比率

16※地公体を除く



自己資本比率の状況(単体）

■リスク対比で必要な自己資本は有していますが、今後の成長資本を確保するため、内部留保の蓄積スピードを上

げ、Ｔｉｅｒ1比率6％台の早期確保を目指します。なお、当行のリスクアセット率（リスクアセット÷総資産）は61.7％です

が 地銀の平均リスクアセット率の50 2％程度と比較しても高水準となっています

17 ,790
100.0%18,000

リスクアセットの推移
(億円)

(億円)

が、地銀の平均リスクアセット率の50.2％程度と比較しても高水準となっています。

(％)
(％)1,014

101,200

自己資本の推移

15 ,960
16 ,163 16 ,248

16 ,575
16 ,474

61 7% 63.6%
68.4% 68.2% 66.9%

61.7% 70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

15,000

16,000

17,000

18,000

365
379 391 389 376

8.14 8.55
9.08 9.25 9.11 9.24

5 68 5.80 5 59 5.816

8

800

1,000

61.7%

53.6% 53.9% 53.7% 53.8% 54.3%

50.2%

40.0%

50.0%

60.0%

12,000

13,000

14,000

10,972 - 41 445 515
631 657

616 638

356
365

4.52
5.10

5.68 5.80 5.59 5.81

2

4

200

400

600

9 ,845 10 ,277 10 ,500 10 ,678

10 ,387

10 ,370

618 634
626 602

10.0%

20.0%

30.0%

9,000

10,000

11,000 - 24
00

200

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

Ti Ⅰ額 Ti Ⅱ額 自己資本比率 Ti Ⅰ比率0.0%8,000

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

オペリスク 信用リスク

総資産 リスクアセット率(総資産）

リスクアセット率(地銀平均）

標準的金利ショック 金利リスク量 10/3期

99パーセンタイル値 125億円 12 3%

アウトライヤー比率

- 17 TierⅠ額 TierⅡ額 自己資本比率 TierⅠ比率

リスクアセット率(地銀平均）
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99パ センタイル値 125億円 12.3%

（前提条件）

・コア預金は、内部モデルにより将来預金滞留率を推計している。



第第ⅢⅢ部部
第第1313次中期経営計画について次中期経営計画について第第 次中期経営計画 て次中期経営計画 て
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第13次中期経営計画の概要

ふるさとの発展に役立つ銀行ふるさとの発展に役立つ銀行 たくましく発展する銀行たくましく発展する銀行 働きがいのある銀行働きがいのある銀行

経経 営営 理理 念念

愛媛銀行ブランドの確立

ふるさとの発展に役立つ銀行ふるさとの発展に役立つ銀行 たくましく発展する銀行たくましく発展する銀行 働きがいのある銀行働きがいのある銀行

差 愛媛銀行ブランドの確立

－最初に相談される銀行－

差別化 存在理由

第第1313次中期経営計画（平成次中期経営計画（平成2121年年1010月～平成月～平成2424年年33月）月）

地域No.1の金融サービスの提供<経営指針>

ジ ブ 追ジ ブ 追

お 客 様 ロ イ ヤ ル テ ィ の 追 求お 客 様 ロ イ ヤ ル テ ィ の 追 求
お客様が愛媛銀行と取引してよかったと感じていただけることですお客様が愛媛銀行と取引してよかったと感じていただけることです

ジ ョ ブ ロ イ ヤ ル テ ィ の 追 求ジ ョ ブ ロ イ ヤ ル テ ィ の 追 求
行員が愛媛銀行で働いてよかったと感じることです行員が愛媛銀行で働いてよかったと感じることです

コ ポ レ ト ガ バ ナ ン ス の 強 化コ ポ レ ト ガ バ ナ ン ス の 強 化コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス の 強 化コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス の 強 化
コンプライアンスの徹底を図り、規律ある経営を行ってまいりますコンプライアンスの徹底を図り、規律ある経営を行ってまいります
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中期経営計画について（単体）

■預貸総和3兆円を達成し、コア業務粗利益の拡大を目指します。

■コア業務粗利益の拡大と経費抑制により、コア業務純益130億円への復活を目指します。

■信用コストを圧縮し 最終利益の安定確保を図ります。■信用コストを圧縮し、最終利益の安定確保を図ります。

中期経営計画

主要目標(単体)

10/3期

実績

11/3期

計画

12/3期

計画 10/3期比

当行の経営戦略

～基本的な方向性～主要目標(単体) 実績 計画 計画 10/3期比

コア業務粗利益 302億円 326億円 335億円 33億円

うち資金利益 296億円 313億円 322億円 26億円

○既存顧客の囲い込み強化

・お客様対応の質的向上

ニーズや課題へのスピード感ある応対。

基本的な方向性

うち役務利益 4億円 11億円 11億円 7億円

コア業務純益 100億円 120億円 130億円 10億円

OHR(コア業務粗利益) 66 97% 63％ 62% △5 0%

・外部(異業種や地方公共団体、大学等)との

「つながり力」を活かした経営支援力を強化し

地域振興に貢献。

・環境問題など新しいビジネスへの挑戦。
OHR(コア業務粗利益) 66.97% 63％ 62% △5.0%

経費 202億円 206億円 205億円 3億円

当期純利益 32億円 41億円 50億円 18億円

・マーケティングに基づく店舗戦略により、利便

性と効率化を追求。

ROE(当期純利益) 4.5% 5.5% 6.5% 2.0%

自己資本比率 9.24% 9.25% 9.3% 0.06%

信用 スト 46億円 43億円 40億円 △6億円

当行の強みを伸ばし、お客様との関係
強化のために経営資源を集中

2020

信用コスト 46億円 43億円 40億円 △6億円

不良債権比率 3.89％ - 2%台 △1.9%
コア業務粗利益の拡大を目指す



法人戦略（中小企業向け貸出）

■海運業向け貸出を含めた中小企業等貸出金残高は堅調に推移しております。

■四国内で88％、愛媛県内で80%以上の貸出構成となっております。

■地域銀行として「つながり力」を活かし、積極的に地域振興に貢献してまいります。

 中小企業等貸出金残高は 対前年比増加 中小企業等貸出金残高は、対前年比増加
 四国内･愛媛県内を中心とした運用

四国内･愛媛県内貸出比率四国内･愛媛県内貸出比率

87.7
87.9

90

95

87

79.5
80.3

80.9

80

85

90

※上記残高には海運業向け非居住者（国内店名義現地

貸）を含めて記載している。

中小企業等貸出金残高には ｢日銀金融統計調査 に準
70

75

80

2121

中小企業等貸出金残高には、｢日銀金融統計調査｣に準

じ、個人（住宅･消費･納税貸金等）も含めて記載してい

る。

70

08/03期 09/03期 10/03期



法人戦略（海運関連向け貸出）
■瀬戸内で一番早く海運融資に取り組んでいる。

■中長期の傭船契約が主体で、市況変動の影響は軽微。

■専門部署｢船舶ファイナンス室｣でノウハウを蓄積し、リスク管理を徹底。

貸出金残高推移  新興国･資源国の経済成長により、
船腹需要も中長期的には増加傾向

2 500

3,000

造船 海運

 優良船主の新造船計画を受注しており、今
後貸出残高は安定的に増加

2 346 2 317

2,609

2,000

2,500

 海運会社に出向し､｢現場｣を経験したスペ
シャリストが愛媛船主をサポート

永年培 た経験と情報収集力 為替 海運

1,650
1,884

2,346 2,317

1,489
1,706

2,186 2,121
2,425

1,000

1,500
 永年培った経験と情報収集力で為替､海運

市況等を分析､リスク管理を徹底

海運・造船計

161 178 160 196

,

184
0

500
 毎年海運会社に行員1名出向。（累計7名）

実際に船舶運航の実務､海外の荷主との

保全率（担保価格）‥78％
正常先比率‥‥‥‥98.7％

161 160
0

06/03期 07/03期 08/03期 09/03期 10/03期
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交渉､外航船への乗組を経験



法人戦略（中小企業の付加価値を高める取り組み～新商品開発）

■当行｢感性価値創造推進室｣が新商品をプロデュース

■お客様の｢感性｣に響く商品がなければ､それを創り出す｢攻めの姿勢｣を応援

■感性価値創造ショップ｢えひめイズム｣を松山市ロープウェー街にオープン！

事業者

専門家による悩み 要望

当 行 ブランド化

専門家による
チーム編成

デザイナー

悩み・要望

デザイナー

調理師

専門家専門家

四国カルスト
天然水を
ヒ ト商品に！

農商工連携認定■商品化（天然水）
■デザイン作成
■販路開拓（デパート） 補助金や低利融資の
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ヒット商品に！ ■販路開拓（デパ ト）
・・等

補助金や低利融資の
支援が可能に！



個人ローン戦略

■住宅ローンセンターなどチャネルの拡充を図りながら囲い込みを進め、住宅ローン残高を積み増してまいります。

■商品を充実させて、消費者ローン残高を底上げしてまいります。

－愛媛県内の専用相談窓口を拡充－

ローンセンター５カ所（松山・今治・新居浜、西条、高知）インストアブランチ２カ
所（ボーチェ重信・ボーチェ松前）インターネット（ＨＰ）での事前審査受付開始所（ボ チェ重信 ボ チェ松前）インタ ネット（ＨＰ）での事前審査受付開始

今後の対応

ローン商品の充実
個人信用格付け創設によるリスク管理強化

平成２２年２月 販売開始！平成２２年２月 販売開始！
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。

こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、リスクや
不確実性を内包するものです。不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などによって、計画比異なる
可能性があることにご留意ください。

【お問い合わせ先】

愛媛銀行 企画広報部愛媛銀行 企画広報部

TEL 089-933-1111 FAX 089-933-1027

ホームページアドレス：http//www.himegin.co.jp/
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